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Issues of self-reliant development or ownership have been discussed ever since developing countries gained 

their political independence. The issues have been particularly keen in small, isolated island economies 

where resource bases are extremely limited. The paper examines key approaches to the issues such as 

balance of payments, industrial structure and environmental sustainability. 

    The paper attempts to provide an answer to small islands' seemingly eternal questions: how can we 

achieve economic self-reliance? Or more specifically, how we can achieve sustainable development without 

relying heavily on external aid? Every conscientious planner now recognizes that the past process of 

economic development through deepening dependency on external aid is not only unsustainable in the long 

run, but also the process is inconsistent with the strategy of self-reliance. 

   A diversified development model has been proposed for Okinawa. The model is intended to make full 

use of island's strategic location, natural and human resources capacity and capability, and aspirations. It 

would compete in global market because it is designed to harness island's comparative advantages in 

tourism through promoting tourism-related "niche" industries. 

Keyword: self-reliant development, small islands, South Pacific and Okinawa, diversified development 

model, niche industries
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1.ね ら い と定 義

小島嶼国(地 域)の 自立 をめ ぐっては,経 済,

政 治 ・国際 関係,生 態学 的視点 か ら,さ まざま

な ア プ ロー チ が な され て きた(Fisk,1970;

Bertram,1993;中 村 尚司1993;Kakazu,1994;

西 沢 栄一郎 ・他,2000;Crocombe,2001参 照)。

本論で は,主 に南太平洋 の小 島嶼 国 と沖縄 の経

済的 自立問題 を取 り上 げ,自 立 に向けた主 要ア

プローチ と課題 を検討す る。

「自立」 の意味 を 『広辞 苑』 で引 くと,「 ①

他の力 によ らず 自分 の力 で身を立 てる こと,②

他 に従属せず 自主 の地位 に立つ こ と」 と定義 さ

れ てお り,行 動 の規範的要素 を含 む 「自律」 と

は区別 され ている。 自立 の意味 をこの ように珪

解す る と,経 済的 自立 とは,「 経済 的 な従属=

支 配 ・被支配関係 を脱 して,自 らの知恵 と資源

を活用 して生計 を立 てるこ と」 と定義す る こと

がで きよう。経済的 自立 とは,あ くまで も相対

的概念で あ り,意 識的 には自 らの経済 的運命 を

決定 しうる経済主体(家 計,企 業,地 域,国)

と他の経済主体 との関係 として捉 える ことがで

きる。従 って,一 つ の経済主体が他 の経済主体

に完全 に従属 してい るような,奴 隷 お よび植民

地的経済社会制度の下で は,経 済 自立 は問題 に

ならない。森 田桐郎(1972)が 説 得 的に論 じて

い るように,戦 後 多 くの南太平洋 島嶼 国が宗主

国 よ り独立 を達成 し,自 らの経済運営 を 自らの

意思で決定 しうる 「自由 と機会」 を獲得 した と

きに は じめ て,「 自立 的発 展(development on

self-reliance or ownership)が 問 題 にな ったので

あ る。

経済的 自立 とは,独 立 した経済(圏)が 他 の

経済(圏)と 接触(interface)す る 過程 で問題

になる相互的,相 対的,歴 史的かつ ダイナ ッミ

クな概念であるから,市 場経済以前の 「自給自

足経済(autarky)」,ロ ビンソンクルーソーの

「孤立孤 島経済」,は たまた トーマス ・モアの

「桃源郷(ユ ー トピア)」 とは峻別されなければ

ならない。太平洋の絶海に浮かぶ超 ミニ経済と

いえども,世 界の市場から隔絶 して生存するこ

とは不可能であ り,近 年の交通 ・通信技術の発

達は,あ らゆる経済の相互依存性,あ るいは依

存性 を強化する方向にある。

経済的自立は,そ れ自体が目的ではなく,対

外的には政治的自立(自 決=self-determination),

具体的には各意思決定主体の自立的選択(あ る

いは自治)を 担保するものとして位置づけられ

るべ きである。

2.経 済 自立論への アプ ローチ

「経済自立」を上記のごとく定義 しても,特

定の島嶼経済が実際に自立 しているかどうかは

判定が難 しい。経済自立論を意味のある政策論

に変換するには,議 論の堂々巡 りを避ける上で

も,自 立のあ りようを明示的に把握する必要が

ある。ここで3つ の主なアプローチを議論 した

い。ここで詳述する紙幅はないが,こ れらの三

つのアプローチは相互に関連 しており,長 期的

には トレー ドオフというより,補 完的である。

(1)対 外収支バランスアプローチ

最 もわか りやすいのは,対 外収支のバランス

に着 目したアプローチである。終戦後の日本の

経済安定計画を策定 した占領軍は,「他人の贈

り物に依存 しない経済」を経済的自立の達成と

みなし,輸 出促進による貿易(対 外)収 支の改

善を目指 した。日本政府も,1955年 に戦後はじ

めて貿易収支の黒字 を記録 したとき,翌 年の
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図1:対 外収支 で見 た自立度,1998-1999年

図2:サ モ アの貿易赤字 ファイナ ンスの形態,1992-1998年

注:沖 縄 の金額 は億 ドル単位

資料:ADB,Key Indicators及 び 『沖縄 県民所得統計』等より作成

『経済白書』が 「もはや戦後ではない」 とうた

いあげ,易 収支の均衡 を経済自立の確かな証拠

と見なした。地域的にも,北 海道未来総合研究

所編 『自立経済への挑戦一北海道開発への新視

点』は,地 域経済 自立の基本条件 を貿易赤字の

解消,す なわち 「域際収支の均衡」だと明記し

ている。このような捉え方は,沖 縄や多 くの島

嶼国の開発計画で もうたわれている。

経済自立を 「対外収支(統 計的には経常収支

から移転収支を除いた収支)の 均衡」に求める

考え方は,た んに測定 しやす く,わ か りやすい

ということ以外に,経 済発展の 「持続性」に着

目している。つまり,家 計,企 業,国 ・地域経

済を問わず,支 出(移 輸入)が 収入(移 輸出)
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を上回る慢性的な赤字経営はいつか必ず破綻す

る運命にある。なぜ なら赤字を埋め合わせるに

は,過 去の資産を食いつぶすか,借 金(ま たは

助成)し かないからだ。国のレベルで考えると,

外国からの借金を返済できない国は 「デフォル

ト」の烙印を押され,IMF・ 世銀の管理下で再

生をめざすことになる。つまり,累 積赤字の結

果,自 らの経済を自らの知恵 と資源で運営でき

ないことを意味 し,自 立経済運営の放棄につな

がる。

貿易統計データが得やすいいくつかの島嶼経

済について,や や乱暴だが,対 外収支バランス

で 「自立度」 を求めると図1の 通 りとなる。

上の図の読み取 り方に注意 していただきたい。

ここでの 「自立度」とは,貿 易赤字をどの程度

ODA(政 府開発援助)に よってファイナンス

しているか,つ まり 「赤字/ODA比 率」で測定

してお り,こ の比率が高ければ高いほど,貿 易

赤字の絶対額が大きくて も,自 立度は高いこと

になる。例えば,ソ ロモ ン諸島に流入する海外

か らのODA援 助は,同 国の貿易赤字をすべて

埋めて余 りがあるのに対 して,モ ルディブの場

合は,赤 字の12%し か援助に頼ってなく,残 り

は,主 に島民の 「自助努力」による観光収入等

で賄われていることを示 している。つまり自ら

稼いだ労働所得でもって生活に必要な輸入物資

を購入 している割合が低ければ低いほど,そ の

経済は他国(地 域)の 労働の産物に依存 してい

ることにな り,自 立度は低いことになる。もっ

とわか りやす く表現すると,「分不相応な生活」

を求めれば求めるほど,自 立度は低 くならざる

を得ない。図1か ら見る限 り,自 立度は,経 済

のサイズとは余 り関係ないことがわかる。クッ

ク諸島はソロモン諸島より人口,経 済規模等で

はるかに小さいが,自 立度ははるかに高い。 こ

れはク ック諸 島が輸 出 と観光収 入等 で経 済を支

えている割合 が高 いか らである。

ちなみに,デ ー タが比較的揃 ってい るサモア

について,貿 易 赤字が どの ようにファイナ ンス

(埋め合せ)さ れているかを図2で 見 てみ よう。

近 年 につい て見 る と,送 金(R),観 光(T),

ODA(O)が ほ ぼ同 じウエイ トで貿易赤字 を埋

めるの に貢献 してい る。 この三つの海外か らの

所得 を合計(ROT)す る と,貿 易赤字 を埋 めて

余 りがあ る。 この余 り部分 は,サ モアか ら海外

への資金流出 を意味 している。特 に注 目すべ き

こ とは,ODAの 貢 献が減 少 し,海 外 か らの送

金,観 光が増加傾 向にある ことである。

島嶼経 済の特 質 をMigration,Remittance,Aid,

and Bureaucracyの 頭 文字 を とっ て 「MIRAB 経

済 」 と称 して対外依存 関係 を積 極的 に評価す る

研究者(Bertram and Watters,1985)も い るが,

観 光収 入がかな りの ウエ イ トを占めてい る,彼

らが分析対 象 に してい るク ック諸島やサモ アに

関 しては この ような一般化 は必ず しも適切で は

ない。海外 か らの送金 は,受 入国 に とって 「移

転所得」 にな り,自 立収支 のマ イナス要 因にな

る。 しか し,島 か ら流 出 した移民,出 稼 ぎ労働

者の 「送金」が大半で あ り,見 方 に よっては島

の労働力の有用 な活用 と見 る ことが で きる。例

えば,統 計数字 はないが,ク ック諸島か らニュー

ジー ラン ドに渡 った出稼 ぎ労働者 の本国送金 は,

「サ ー ビスの受取」 に記録 され,ク ック諸 島の

GNPの 一 部 とな ってい るはず であ る。 観光受

取 はむろん,島 の 自助努力 に よる海外 か らの受

取 であ り,ODAと は峻別 され なけれ ばな らな

い。貿易赤字 をファイナ ンスする方法 と して,

民 間の直接投資等の流入 もあるが,こ こではデー

タの制約 もあって考慮 されてい ない。
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(2)産 業構造のバランスアプローチ

地域経済の自立を,産 業構造の均衡(バ ラン

ス)的 発展に求める議論は古 くからある。限ら

れた土地と資源の中で,増 大する人口を維持 し,

しかも経済的な豊かさを拡大 していくためには,

産業構造そのものが農業を中心 とした第一次産

業から,雇 用 ・付加価値の高い製造業 を中心 と

した第二次産業へ と移っていかざるを得ない。

そのことを最初に説いたのがイギリスの 『政治

算術』の著者,W.ペ テイ(1623-1687年)で あっ

た。ペティの洞察は,そ の後の幾多の実証分析

によって確かめられ,「ペティ=クラークの法則」

として,今 日に至っている。世界銀行の 『世界

開発 レポー ト』に掲載されている208ヶ 国 ・地

域のうち,ペ ティの法則に沿っていないのは,

ほんの数ヶ国だけであ り,経 済発展の著 しい国

ほど,農 業→工業→サービス業への産業転換が

急速に行われている。

土地を含む天然資源が極度に制限されている

島嶼経済でも急速に農業が衰退 し,産 業構造 の

転換が行われている。ただ,島 嶼国の場合,図

3で 見るように,自 立度の高い経済と比較 して,

構造転換は農漁業か ら工業をスキップして,い

きなり観光産業等のサービス産業に移行する特

徴がある。これはむろん,工 業の存立基盤であ

る技術 ・産業資本の蓄積,高 輸送 ・情報コス ト

等に加えて,「 規模 ・範囲の経済」 を活かせな

いマーケットの狭 さ,浅 さによる。産業構造 の

バランスの視点から自立を達成するには,こ れ

らの阻害要因を除去することだが,現 実にはグ

ローバル経済の進展の中で,観 光等の 「ニッチ

分野」への傾斜を強めている。

このアプローチの島嶼経済への応用 として,

「最低安全性基準(SMS=Safe Minimum Standard)

アプローチとも呼ぶべ き概念がある。これは,

社会的に望ましい域内消費財 と輸出財のバラン

スを考える際の一つのわか り易い基準を提供 し

ている。この概念は,後 述する 「再生可能財」

でも,あ る 「臨界点」を超えて利用すると復元

が困難であるとするCiriacy-Wantrup(1968)の

「不可逆性」の概念に基いている。

周知のように,現 代の経済学は,市 場の微分

可能な連続性 と,需 給の変化を通した資源配分

のスムーズな可逆性 を前提にしているが,多 く

図3:島 嶼経済の産業所得構造,1999年

注:工 業 は 電 気 ・ガ ス ・水 道 を 含 む 。Fijiの 数 値 は1989年

Solomonの 数 値 は1987年 、サ ー ビ ス 業 は そ の 他 を 含 む 。

GDPべ ー ス 。

資 料 出 所:図1参 照 。
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の島嶼地域で は極度の資源制約 と単一輸 出商 品

への市場原理 を超 えた過度 な特化 のために,む

しろ 「不可逆性」の前提が よ り有効 である と思

われる(こ の点 に関す る理論実証分析 について

は,Kakazu & Fairbairn,1985参 照)。

SMSア プ ローチ の核心 は,島 嶼国(地 域)

の一人当た り最低必要カロリー を島の生産で もっ

て確保 する ことである。サモア を例 にとると,

同 国の大人一 日一人当た りの平均 生存必要 カロ

リー は,1,800カ ロ リーだが,実 際 の摂取 カロ

リーは2,290カ ロ リー でる。 同国 の オリジナ ル

カロリーベースでの食料 自給率 は30%で あ るか

ら,最 低必 要 カロ リーの うち,1,113カ ロ リー

は海外輸入 に依存 してい るこ とになる。 この最

低 カロ リー不足分 の食料 を島内で生 産する こと

で ある。式 で示す と以下 の通 りである。

島嶼国(地 域)の 食料安全を確保するには,

1日1,800カ ロリーが必要だが,実 際にはその

60%(1,113カ ロリー)が 不足 している。最低

この不足分を島内生産で賄う必要がある。 この

アプローチは素人で も理解で きる。むろん,島

嶼経済は多様性を特徴 としているから,食 料安

全に関する考え方が島によって異なって当然で

あり,最 低食料 自給率 も島の置かれている状況

によって異なってもおかしくない。

島嶼地域の多くが台風,津 波,浸 水,地 震,

旱魃,地 球温暖化 による海面上昇などの自然災

害を受けやすい位置にあ り,市 場経済を過度に

刺激する 「デモ効果」もあって,島 外への食料

依存率は年々高まってきている。従って,天 災,

人災による飢饉の可能性は大 きく,必 要最低限

の食料自給は,経 済 というより生活防衛(セ ー

フティネット)の 問題である(詳 しくは嘉数啓,

1986参 照)。

(3)持 続可能(生 態学的)ア プローチ

「地球温暖化」に象徴されるように,経 済開

発と地球(地 域)環 境保全 ・創造の両立が叫ば

れて久 しい。特に島嶼地域は,人 為的な自然環

境の破壊に対 して極度の 「脆弱性=回 復困難性」

を有 してお り,「持続可能な開発」,「生物多様

性」の視点からも,環 境保全 と開発 をどう両立

させるかが絶えず問われている。人口8千 人の

ナウル共和国は,島 の唯一の鉱物資源であるリ

ン鉱石を掘 り起こして輸出 し,貿 易収支は小島

嶼国では例外的に黒字で,一 人当たり所得水準

も高いが,鉱 物資源はいずれ枯渇 し,貿 易収支

の赤字転落 も時間の問題 とされている。なによ

りも島が小さいだけに,リ ン鉱石開発による自

然環境の破壊が鮮烈である。また筆者が何度か

調査 した北マリアナ連邦(CNMI)の 観光産業

も,性 急,無 秩序な開発 によって,観 光資源が

荒廃 し,島 民の日常の飲料水 させ十分に確保で

きていない。さらに,観 光サービスを 「輸出」

して,食 料のほとんどを輸入に依存するように

な り,自 然災害などの緊急時に生存に必要な最

低限の食料さえも島内自給できなくなっている。

(詳しくはKakazu,1993参 照)。

持続可能な開発アプローチは,1987年 の 「環

境と開発に関する世界委員会(ブ ルントラント

委員会)」 の 『人類共通の未来(Our Common

Future)』 と題する報告書で提案されたもので,

次のように定義 されている。

"......a process of change in which the exploitation 

of resources, the direction of investments, the ori-

entation of technological development, and institu-

tional change are all in harmony and enhance both
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図4:資 源の世代間利用率 と時間軸

current and future potential to meet human needs 

and aspirations." (WCED, 1987, p.5).

この概念 を,資 源の利用率 と時間軸との関係

で概略的に示すと図4の 通 りである。

ここでのキーワー ドは 「資源利用のスピー ド」,

「投資の方向」,「技術開発のあ り方」,「制度的

変化」,そ して 「世代間の資源配分」である。

つまり,持 続可能な開発 とは,次 世代が少な く

とも現世代 と同様な生活 ・環境水準 をエンジョ

イで きるような形で資源,投 資,技 術,制 度の

あり方を工夫することを意味する。図で 「保全

開発型」 とは,現 世代の利用率を低めに抑えて,

次世代に 「環境財」をより多 く残す発想で,そ

の逆が 「枯渇型開発」である。

「持続可能型開発」は,世 代間のバランスの

とれた資源利用率である。図4を 式で表現する

と以下の通 りとなる。

ここで,tは 時間で,現 世代と次世代の 「距

離」を表 し,△xtはt期 における資源利用可

能量の増(>0),減(<0)を 意味する。一般

に一人当た り所得が低 く,人 口増加率の高い国

ほど現世代の資源利用における 「割引率=生 活

を維持するために現在の資源を早めに使わざる

を得 ない圧力」が高いことから,資 源の枯渇率

は早い。その限 りでは,上 記の 「保全型」が未

来志向の 「先進国型」であるのに対 して,「 枯

渇型」は 「発展途上型」ともいえる。むろん,

OECDの 調査が指摘 しているように,一 人当

た り所得 と人口増加率が同 じレベルでも,制 度

の違いによって資源が浪費され,環 境問題がよ

り深刻 になることがある。資源 ・環境問題に対

する国民の監視が厳 しく,環 境汚染者へのペナ

ルティが高い国では,「持続可能な開発」への

コンセンサスは得やすいはずである。地球資源

の利用 を 「未来世代志向型」に転換 してい くに

は,平 和的共存の下に,地 球規模での人口増加

率 を抑え,資 源節約的技術革新 などによって貧
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困を軽減 する ことが絶対 条件 である。

速水祐次郎(1995)に よる と,所 得配分 同様,

環 境汚染 と経 済成長 の問に も 「逆U字 型」の関

係 が観察 される。つ ま り,一 人当た り所得(G

NP)が1,000～2,000ド ル 程度 の水 準 に達 す る

まではエネルギー消費 と大気汚染が所得の上昇

を超 える速度 で増 大するが,そ れ以降 は低下傾

向に向かっている。所得 の増大 に伴 って,国 民

の価値 観の変化 と同時 に,産 業構造 が環境汚染

型の工業か ら汚染の少 ないサー ビス産業へ とシ

フ トす ることが 「逆U字 」 を もたら している主

な要因であ る。その ことは上記OECD調 査 に

よって も明 らか にされてい る。それ に よる と,

中国 を除 く東 アジア諸国 は東欧 と比較 して,開

発 と環境保全が両立 しなが ら進展 している。 中

国 について は,今 の ところ開発 と環境保全 が ト

レー ド・オフの関係 にある 「東欧型」 に近 く,

環 境問題が経済成長 の大 きな制約条件 にな りつ

つあ る と指摘 している。

れ われの分析 目的のために,上 記 の 「資 源」

を どのよ うに定義 した らいいのだろ うか。通常

「資源」 とは,「 土地,森 林,鉱 物,水,エ ネル

ギー資源等 で構成 される国富」 と定義 され る。

経済学でい う 「資源」 は極めて相対的 な概念 で,

市 場 で価値 を生 む 「希少資源」 であ る。環境問

題 を扱 うには市場 では測 れない広 義の資源概 念

が 必 要 で あ る。 環 境 経 済 学 の 権 威,Siriacy-

Wantrup(1968)に な らっ て,以 下 の よ う に

「資 源 」 を分類 して み た(詳 し くは嘉 数啓,

1994参 照)。

(1)機 能 的分類(環 境資源論 的アプローチ)

天 然資源(土 地,鉱 物,森 林,水,エ ネルギー)

再 生 不 可能(exhaustible,non-renewable,

stock)

再 生 可能(inexhaustible,renewable,flow)

文 化 的資 源(cultural resources--投 資 の結

果 としての社会資本,設 備等)

人 的資源(humanresources:人 間 に体化 し

た技術知識)

環 境資 源(amenity resources:便 利,快 適,

安 全,調 和,安 らぎ)

(2)所 有 形態別分類(制 度論 的アプローチ)

国 際(国 際公 共財:地 球規模 の資源利用,`

配分 の問題)

国 ・公 共(国 内公 共財:政 府,公 共 団体 に

よる国土利用)

法 人等(財 貨,サ ービスの生産主体:資 源

利用 コス トの外部化問題)

個 人(財 貨,サ ービス の消費主体:資 源利

用 コス トの外部化問題)

(3)取 引形態による分類(国 際貿易論的アプローチ)

貿 易資源(tradable resources)

非 貿 易資源(non-tradable resources:土 地,

水,人 的資源等)

い ず れの分類 も分析 の 目的に応 じて有用 であ

り,相 互 に補完 的である。環境 問題 を広 義の資

源経済学 で論 じるには 「機能的分類」が有用 で,

歴 史 ・制度論的 に論 じるには 「所有形態別分類」

が有用 である。 また,最 近 とみに高 まって きた

貿易 と環境 問題 を扱 うには 「取 引形 態に よる分

類」 が有用 であ ろう。 「機 能的分類」 の 「再 生

可能資源」には,森 林,水 資源,自 然エ ネルギー

な どが含 まれるが,こ れ らの資源は世界規模 で

急速 に枯渇 しつつある。特 に人口増加の激 しい

島嶼地域 では,こ れ らの資源再生 には,膨 大な

コス トと長期 の時間 を要 し,先 述 した ように,
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現実的には再生不可能財に近い。

島嶼地域の持続可能な開発についてはこれま

で種々の国際会議,フ ォーラム等で議論されて

きた。たとえば,92年6月 に開催された国連環

境会議(地 球サ ミット)に は40力 国の島嶼国首

脳が参加 し,ア ジェンダ21を 採択 した。特に

「アジェンダ21」 文書の17章 に 「海洋環境およ

び海洋資源」があり,そ の中で小島嶼地域での

持続的開発の必要性が うたわれ,下 記の提言を

行っている(国 連大学,1995参 照)。

小島嶼地域の特別な環境及び特徴の調査

非持続的な開発政策の見直し

地域間協力,情 報交換の促進

島嶼地域の統合的管理,人 材育成

「アジェンダ21」 を受けて,93年5月 にバル

バ ドスで40余 の国 ・地域が参加 して,「 小島嶼

国の持続可能な開発」に関する会議(筆 者も参

加〉が もたれた。その中心になったのが43力 国

(国連加盟国の20%)で 構成されている 「島嶼

国国 家連合(AOSIS=Alliance of Small Island

States)」である。環境と開発は小島嶼国にとっ

てより困難な問題 を提示しているとう認識の下

に,島 嶼国の共通の問題として,

①地理的には:環 海性,隔 絶性,狭 小性で環

境の変化に影響され易い,温 暖,自 然災害

に弱い,

②経済 的には:規 模の不経済性,高 い生産コ

ス,高 い貿易,ODA依 存度,

③制度的には 二人的資源,環 境管理技術の遅

れ等が指摘され,共 同アクションの必要性

等が強調された。

上記三つのアプローチは,必 ず しも完全な ト

レー ド・オフの関係にはなく,長 期的には補完

的と見なされる。たとえば観光産業に特化 した

島嶼国(地 域)で は,製 造業,農 業が相対的に

衰退することは避けられないが,観 光産業をサ

ポー トする,あ るいは観光需要を吸収する地場

型産業(体 験型農業,エ コツーリズム,健 康食

品,土 産品など)は,政 策次第では観光関連産

業の成長に伴って成長しうる。

沖縄の事例では,観 光と関係ないキビは衰退

し,代 わって観光客の需要が急増 している種々

の健康食品(ア グロインダス トリー)が 新たな

「移輸出産業」として注目されている。インター

ネットで 「健康食品」を検索すると,大 半が沖

縄産である。

環境保全と観光振興は,多 くの島嶼地域で不

離一体の関係にある。沖縄やハワイ観光にとっ

て,サ ンゴの死滅やビーチ汚染は致命的である。

最近は特にエコツーリズムが定着 しつつあ り,

環境創造が観光振興の柱になりつつある。

島嶼の経済自立プロセス とは,結 局,島 に住

む人たちの主体的な生甲斐の選択を基本に,地

場資源の有効活用を通 して,自 助努力によらな

いODAな どの 「移転所得」への過度の依存構

造 を是正することに他ならない。そのためには,

国際市場での比較優位性を踏 まえつつ,観 光な

どの優位産業を持続的に発展 させながら,国 際

市場で逆風が吹いても,島 の最低限度の食料 自

給を確保できるような,セ ーフティネットして

の物的生産基盤(生 存的農業 ・製造業)を 維持

しておく必要がある。その意味では,極 度の産

業構造 のアンバ ランスは,い ったん市場の逆風

(輸出資源の枯渇,市 場の変化など)が 吹いた

ときのリスクは大 きく,そ の復元には莫大なコ

ス トと時間を要する。
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3.島 嶼 国(地 域)経 済 の 特 質

島嶼経済の特質 につ いては,こ れ まで種 々の

視 点 か ら調 査 分析 が な され て きた(Fairbairn,

1985;Kakazu,1994;Commonwealth Secretariat/

World Bank,2000)。 島嶼 の経 済特 性 を,経 済発

展 にとって プラスかマ イナスでやや恣意 的に仕

分け して要約す ると,図5の 通 りとなる。 むろ

ん,状 況 によって は,プ ラスがマ イナスになる

ことも考 えられ,そ の逆 もまた真で ある。 しか

し客観的 に見て,島 嶼 性は経済発展 に とってマ

イナス に作用す る要因が多い こ とも否 めない事

実であ る。

島嶼経済の特性 とその背景 につ いては,前 出

の著書で詳細 に分析 され てお り,こ こで詳 しく

論 じない。Small is beautiful(Schumacheら1973)

という小島嶼経済の自立化を考えるに当たって

勇気づけられる本 もあるが,最 近の世界経済の

急激なグローバル化に伴って,小 島嶼経済の最

大のマイナス要因であると言われてきた 「規模

の不経済性」が理論的にも実証的にも改めて問

題 になってきている(Duncan,etal.,1999)。 経

済グローバリゼーションの最大の特徴は,国 境

を越 えた企業の合従連衡である。例えばフラン

スのルノーが 日産を呑み込み,ア メリカのGM

が韓国の大手自動社会社を支配下に置 くような

出来事が日常的に行われている。各国の国内で

も同様な動 きが広がっている。この背景には,

これらのグローバル企業が,生 産活動規模の拡

大 による 「規模効果=単 位コス トの逓減」を通

図5:小 島 嶼 経 済 の 特 質
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して,有 利な競争条件の獲得 を目指 している。

Chaudhari(1995)に よると,南 太平洋でも比

較的規模の大きいフィジーのキロワット/時当

たりの産業用電気料金は,ニ ュージーランドの

実に5倍 強になっている。筆者の推計(嘉 数啓,

1986)で も,先 島とよばれている宮古 ・八重山

の電力 コス トは沖縄本島の1.6倍,も っと小 さ

い本島周辺離島は3倍 にもなっている。これは

ほんの一例だが,島 嶼の産業,イ ンフラ,行 政,

教育,情 報等のあらゆる分野で,小 規模性から

生ずる 「比較コス トの不利性」は歴然としてい

る。島嶼経済を 「閉 じた体系=自 給自足」で捉

えると,経 済の大きさは市場の大きさで決定さ

れるから,ユ ニットコス トが高 くなり,生 産量,

所得,雇 用等が市場規模に見合ったものになる。

しか し島嶼経済の現実は,市 場をオープンにし

ないと生存できない状況にあることか ら,経 済

のグローバル化に伴って,こ の規模の不利性の

克服が益々重要な課題になってきている。この

課題克服を目指 した一つの発展モデルを次節で

提示する。

4.島 嶼経済 自立への道:

沖 縄 を事例 に した 「複 合 ・連 携型 」

発展モデル

以上見てきたように,経 済 自立をどのように

定義 しても,島 嶼経済の自立への道は苦渋に満

ちている。 しか しだからといって,「 自立への

意思」を放棄するわけにはいかない。なぜなら,

A.K.セ ンがDevelopment As freedom(1999)の 中

で,指 摘 しているように,自 立の放棄は,自 由

と機会の放棄を意味 し,従 属 と無気力を生むか

らだ。沖縄 を例に引 きなが ら,「 自立可能モデ

ル」を描いてみた。むろん,先 進工業国の一部

として,民 主主義とグローバルなマーケット経

済を前提 にすると,沖 縄 における国際的な 「比

較優位」が何であるかを特定 しなくてはならな

い。そのための作業は 「参考文献」の拙著を参

考にしていただきたい。

沖縄は以前から 「内発的 ・持続可能な開発」

のモデルケースとして,研 究者間で注目されて

きた。ウリミバエの駆除技術の確立とその応用

成功例,マ ングローブ ・珊瑚の保全技術の確立,

赤土防除技術,地 下ダム,太 陽光 ・風力 ・揚水

発電,リ サイクル産業,キ ビの多面的な高度利

用(環 境に優しいポリウレタン樹脂,ゼ ロエミッ

ション型高品質製紙)等,他 の島嶼地域にも応

用可能なシー ド技術が次々と生み出されてきた。

また,人 口の高齢化,健 康指向の追い風を受け

て,「健康食品」産業が単発,小 規模 なが ら各

地で胎動 しつつある。「世界一の長寿県沖縄」

を売 り込むと同時に,地 域資源循環型の産業を

定着 させ,ゆ くゆくは 「沖縄発のグローバル産

業」へと大 きく脱皮する可能性 をも秘めている。

健康食品産業はすでに60億 円産業(全 国的には

10年間に2兆 円と推定)に 育っているといわれ,

農業,観 光,流 通,研 究活動などの関連効果を

含めると花卉園芸につぐ 「アグロビジネス」に

育ちつつある。

地域資源循環型産業が成功する鍵は,(1)良

質で安価な 「原料」 の確保,(2)研 究開発,

(3)商 品化,(4)マ ーケティングに要約される

が,ま とまった産業として育成 ・強化するには

「応援 団」が不可欠である。地域 レベルで も

「健康」を 「産業化」する動 きが活発になって

きた。健康食品産業は地域の 「再生可能な資源」

を利用するというだけでなく,生 産技術面でも

文化 と歴史の上に積み上げられた地場の技術

(niche technology)が 活用される余地が大きく,
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その分,製 品差別化がや り易 く,国 際競争力で

も強みを発揮 しうる分野でもある。さらに沖縄

では観光資源としても活用でき,観 光の 「質」

を高めるうえでもその地域活性化相乗効果は大

きいといえる。

地場資源活用型産業の育成といっても,各 地

での過去の経験からして,比 較コス トの概念を

きちっと確立する必要がある。例えば,プ エル

トリコ(Puerto Rico)の 世界 に冠たる ラム酒

「Don Q」 の製造は島産品サ トウキビ糖蜜使用

の一環として奨励 された。 しか しサ トウキビが

アメリカ政府の保護を受けるに及んで原料価格

が国際価格 を大幅に上回 り,ラ ム酒の国際競争

力 も大幅に低下したことがある。現在は近隣の

ドミニカ共和国等から安い原料を仕入れて何 と

か競争力が保たれている。

ここでの教訓は,原 料で競争力をもっている

ところは原料で勝負する。製品で競争力をもっ

ているところは製品で勝負をする。技術,デ ザ

イン等のプロセスで比較優位 をもっているとこ

ろはそれで勝負する。販路 にすぐれておれば流

通に 「特化」するという鉄則である。これを沖

縄におけるサ トウキビを例にとって以下の図式

で示すことができる。

沖縄の基幹作物であるサ トウキビの高度利用

は緒についたばか りである。中でも糖蜜及びバ

ガスを原料 とした技術開発が注目されている。

これらはウレタン樹脂,パ ーティクルボー ド,

ラム酒,ワ ックス,紙 製品等に高度加工 しうる

技術であ り,多 くの島嶼地域に移転 しうる有用

な技術で もある。特 に沖縄の トロピカル・テク

ノ・センター(TTC)で 開発 されたウレタン樹

脂は,ペ ットボ トルから家電及び産業機械に至

る幅広い用途をもってお り,大 きな可能性を秘

めている。これらの製品は微生物分解性をもち,

土に戻すことができるから,利 用者や消費者に

受け入れやすい品質及び価格さえ実現できれば,

環境に有害なプラスチック製品の代替品として

注目されるであろう。この種の 「環境に優 しい」

ゼロエミッション型新商品の開発には,改 善を

諦めない持続性が要求される。

地場資源を利用 したこれらの商品を成功裏に

図6:「 ボーダー価格原則」に基づ くアグロ製品の開発 プロセス

注:〈 〉 は、 国内 と輸 入(国 外)と の原料 コス トを比べ 、国 内が 有利(<)で あれ ば、 国内

産 を活用する。逆(>)で あれ ば、 国外 産 を活 用す る。 つま り、 「ボ-ダ ー 価 格 の原 則 」

を採用 する ことによ って、 どの段階 での製 品が国際競 争力 をも ち得 るかが わか る。

資 料 出 所:嘉 数 啓作成
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マーケットに乗せてい くには,幾 つ もの問題を

クリアー しなければいけない。その一つは,生

産コス トを決定する先述の市場規模である。典

型的なものとして集積回路(IC)を 例にあげる

と,初 期の生産単価は極めて高い。 しか し市場

が拡大するにつれて,コ ス トは10年 の問に約半

分に低下した。ウレタン樹脂のような新製品が

プラスチック製品と競 うためには,市 場におい

て大 きなシェアを占有する必要がある。その間,

公的機関を主とする 「戦略的」サポー トが不可

欠である。

二つ目の重要な点は 「コス ト・エスカレーショ

ン」である。図で例示 しているように,地 場資

源を原材料又は中間加工製品として利用すると,

往々にしてコス トが各生産過程で累増(エ スカ

レー ト)す るという現象が起こる。沖縄産糖の

場合,政 府の保護策のため,価 格が末端国際相

場の約4倍 となっている。高い砂糖価格は糖蜜

の高コス トを意味し,ひ いては糖蜜を主な原料

とするウレタン樹脂の高コス トを意味する。こ

こでウレタン樹脂生産者は,国 際市場で競うた

めには安価な糖蜜を輸入せざるを得ないという

矛盾に直面することになる。

より付加価値の高い製品に向けて商品多様化

を図るためには,地 場で生産される原材料 ・半

製品は国際価格で調達できる ものでな くてはな

らない,と いう 「ボーダー価格原則」を踏襲す

ることが求められる。上図の<>で 示されてい

る,県 内原材料コス ト<移 輸入原材料コス トで

あれば,県 内調達になり,逆 であれば移輸入と

なる。むろん最終製品段階でくが成立すれば原

材料,中 間財段階で比較劣位であっても競争力

はあることになる。 しかし特に食品製造業,樹

脂の類は代替製品が多く,競 争条件は厳 しいと

いわれ,ニ ッチ技術が確立していない限 り,全

プロセスを 「地域化」することはかなりの困難

を伴 うと予想される。いずれにせ よ,国 際的視

野での情報をもとに,プ ロセス毎の厳密なコス

ト・ベネフィット分析が不可欠である。ボーダー

コス トによる域内資源の評価は,最 近急速に進

展 してきた国際間の連携協力に基づ く 「工程間

分業」を推進する大 きな原動力にもなっている。

生産初期段階におけるコス トの不利性を補償

しうる助成金及び税制面の優遇策等がない限り,

沖縄におけるウレタン樹脂生産者は,地 場原料

より割安な海外糖蜜を使用する必要があり,こ

の分野での連携協力の可能性を探る好機でもあ

る。今の ところ,沖 縄の廃糖蜜は製糖工場から

の 「廃棄物」 とし処理されてお り,機 会費用は

ゼロである。海外 との連携生産を視野に入れて,

今一度ウレタン樹脂の開発アセスメントを試み

てみる必要がある。

バガスについては,製 糖工場の貴重な燃料 と

なってお り,現 時点では最低,燃 料 よりも付加

価値の高い製品開発が求められる。上記はサ ト

ウキビ原料を例にとったアグロ生産の一例であ

り,そ の他の地場資源利用の参考になると思わ

れる。

こうした沖縄の 「ニッチ=隙 間」特産物は,

風味を含む,そ のユニークな資源活用及び技術

が比較優位性を有 しているといえる。 さらにこ

のような地場型商品は,従 来の移出商品と比較

して,一 般的に原材料及び労働力 といったコン

テンツを地元か ら調達することから,そ の域内

産業循環効果 も期待できる。

むろん,上 質の原料が安価で生産 され,技 術

も販路 も確立 しておれば,企 業 として全プロセ

スを 「地場化」 し,最 大の域内付加価値 を実現

するように行動するはずである。地場原料の存

在は製品化への 「必要条件」であって,十 分条
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件ではない。品質の悪い高価格の原材料の使用

は製品の質はむろんのこと,価 格面でも国際競

争力に耐えうることはない。

上記の議論 を踏まえて,観 光産業を中心 とし

た 「複合 ・連携型発展モデル」を図式化すると

以下の通 りとなる。

上記の 「複合 ・連携型発展モデル」は,沖 縄

の戦略的な位置,自 然,人 的資源の質と量及び

県民の実現可能な 「夢」を取 り込んでいる。沖

縄を 「距離の暴虐」から解放するデジタル情報

通信技術(IT)革 命が急進展 しているものの,

規模の不経済性,輸 送 ・労働 ・土地 ・インフラ

等における 「高 コス ト構造」に阻まれて,国 際

市場 どころか,国 内市場での足場づ くりさえま

まならない状況である。他の島嶼地域でも沖縄

と類似 した開発課題 を抱えている。ここで提案

された発展モデルは,沖 縄のもつ人的 ・文化的

豊かさ及び自然資源を複合的に活用 し,ど の地

域でも真似ができない 「地場=ニ ッチ」である

がゆえに,世 界市場で も競争力を持ちうると考

える。本発展モデルは,少 なくとも国内では比

較優位をもつ観光産業を中心に,健 康セラピー

や癒 し,健 康食品,ス ポーツ,ゼ ロエ ミッショ

ン,電 子商取引,自 由貿易地域の活用等を豊か

で多様な文化遺産を土台にして組み立てられて

いる。沖縄の基幹産業にまで成長 し,成 長 した

がゆえに種々の問題を抱えるようになった観光

産業の維持発展のためにも,島 嶼資源の複合的

な利用が不可欠である。

筆者が20年 程前 に 「自立経済 を考える」『新

沖縄文学(56号)』 にて提案 したものだが,現

在策定中の1新 沖縄振興開発計画」でやっとこ

の振興モデルが採用 されつつある。モデルの詳

細については上記文献 と嘉数啓(2000)を 参照

図7:沖 縄:複 合 ・連携型発展モデル

注:SFRTZ=Special Free Trade Zone;DFSのuty Free Shop;CG=Computer Graphics

マ ス=マ ス ツ ー リ ズ ム;エ コ=エ コ ツー リズ ム

出 所:嘉 数 啓
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にしていただきたい。

5.理 性的な楽観主義:結 び にか えて

島嶼地域は,必 ず しも所得の低い地域ではな

い。クック諸島の一人当た り所得は5千 ドルに

達 し,マ レーシアよりもはるかに高い。インド

洋に浮かぶモルデイブもインドの3倍 強の 一人

当た り所得である。沖縄の一人当た り所得は台

湾の倍以上もある。ただ,経 済自立を 「経済発

展の動因を自己の経済構造 に内蔵 し,そ れを自

己の経済循環の中から絶えず再生産 し,持 続可

能な発展へ と連鎖する構造転換能力」 と定義 し

たときに,こ れらの島嶼経済は自力で高い生活

水準 を維持 しているとは思えない。島嶼地域の

経済成長に大 きく寄与 したODA,公 共投資等

の 「移転受取」は,同 時に貿易収支の赤字幅の

拡大をもたらした主因でもあった。沖縄の場合,

公共投資1に つ き,0.046の 移輸 出と同時 に

0.459の 移輸 入 を誘発 し,結 果 的 には0.413

(0.459-0.046)の 貿易赤字をもたらした。 こ

のような入超が持続可能でないことは,他 の島

嶼経済の経験か らしても歴然 としている。経済

自立,あ るいは持続可能な発展を 「見果てぬ夢」

に終わらせたくない というのであれば,今 一度

「身の丈」 にあった島の生活様式を冷静に分析

し,壮 大な 「システム転換」を断行する必要が

ある。そのためにはむろん,中 長期の展望を踏

まえた政治的な決断と同時に,特 に島に住む人

たちの意識改革が不可欠である。

しかし,す べての問題は,理 性的な考察によっ

て解決策が見つかるはずだとする,ビ ル ・エモッ

トの 「理性的楽観主義」にわれわれが立ち返る

とき,悲 観は無用である。「いかにして自立経

済を達成するか」という島嶼社会の永遠の課題

にさえ思える疑問に答えるべ く,達 成可能な発

展シナリオと戦略を描いてみた。われわれは,

南太平洋の独立 した小島嶼国の過去40年 の経験

から,政 治的独立が必ず しも自立経済を担保す

るものではないことも学んだ。政治的独立によ

り,国 民の 「期待増大革命」,つ まり政治的自

立は必ずや経済的自立につながる,と する過大

な期待感が生まれる。 しかし,ほ とんどの独立

島嶼国家で一般的に見 られる現象は,拡 大 ・悪

化する貿易赤字を政府開発援助(ODA)に よっ

て埋め合わせるODA依 存の深化である。この

ような開発プロセスが,経 済自立戦略 と両立 し

ないことは,良 心的な政策立案者ならだれで も

認めざるを得ない。意図せずこのような開発プ

ロセスの 「悪循環」に陥らないために,わ れわ

れは,バ イキングの末裔で,イ ギ リスのマ ン島

に居住するゲーリック人の教えに謙虚に耳を傾

ける必要があるのではないか。すなわち,「 ど

こに放 り出されても,私 は自活できる」。

*本稿 は日本島嶼学会2001年 次大会にて報告 し

た論文に加筆修正 したものである。大会では,

特に兼光秀郎会員との意見交換が参考になった。

また,本 誌、レフリーから詳細で有益 なコメント

をいただいた。記 して感謝 したい。
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